
共助社会づくりの担い手の
全体像について

内閣府

平成25年5月27日

資料２



営利法人非営利団体

（40.1兆円（H23））

ソーシャルビジネス研究会（経済産業省）

共助社会づくりの主な担い手

その他非営利団体
公益社団 ・財団法人
一般社団 ・財団法人
任意団体 等

特定非営利活動法人

社会福祉法人
更生保護法人
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（2.0兆円）
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医療法人
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非営利団体及びソーシャルビジネスに係る調査について

37.0兆円(H23)

アンケート調査に基づ
く極めて粗い試算によ
ると2400億円規模

2

特定非営利活動法人の実態及び認定
特定非営利活動法人制度の利用状況
に関する調査報告書（内閣府）

3.1兆円(H23)

0.4兆円(H23)1.2兆円(H23)

民間非営利団体実態調査（内閣府）



平成２０年度 平成２３年度

共助社会づくりの主たる担い手 ２．９ ３．５

寄附型事業者 ２．２ １．９

ソーシャルビジネス事業者 ０．７ １．６

非営利ソーシャルビジネス事業者 ０．５ １．２

営利ソーシャルビジネス事業者 ０．２ ０．４ 3

暫定試算値とその論点

 ソーシャルビジネスの活動規模の試算を行う上で信頼できる基礎統計の不存在

 公益法人、一般社団・財団、任意団体についての試算に有効な基礎統計の不存
在

 公助（社会福祉等）と共助を産業分類で区切ると、代表的なソーシャルビジネス
事業者のひとつであるＮＰＯ法人フローレンスなどが除外

 非営利団体の活動規模を測る基準が不明確

 基礎とした統計についてもサンプルバイアスが存在している可能性 等

○以下のデータの制約により、試算を行うには非常に強い仮定が必要

○暫定試算値（参考）

（兆円）以下の試算値は仮定の設定により大きく変更し得る


